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１．北海道農業の現状と課題

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
農家戸数（千戸） 74 63 52 44 38
農家一戸当たり経営耕地面積（ha） 13.8 16.0 18.7 21.5 23.8
（全国の農家一戸当たり経営耕地面積（ha）） 1.5 1.6 1.8 2.0 2.2
農業従事者平均年齢（歳） 51.9 53.3 54.8 55.8 57.2

         ・1995年から2015年の20年間で販売農家数は1/2の3万8千戸に減少し、一戸当たり経営耕地面積は
        　1.7倍の23.8haに拡大し、全国の約11倍の面積に大規模化が進んでいる。
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（千戸） （ha）北海道の農家戸数と一戸当たり経営耕地面積の推移

北海道の農家戸数と一戸当たり経営耕地面積及び農業従事者平均年齢の推移

今後も北海道の耕地を維持し農業を存続するためには，少ない人数でも高品
質な農産物を低コストで生産できるこれまでにない技術が必要である。ICTや
ロボット技術を活用したスマート農業の実現が期待されている。
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２．国のスマート農業に関する取り組み

2.1 スマート農業とは

（出典）農林水産省「スマート農業実現に向けた研究会」検討結果の中間とりまとめより抜粋
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２．国のスマート農業に関する取り組み

2.2 内閣府SIPにおけるスマート農業の研究開発

内閣府 SIP「次世代農林水産業創造技術」では、スマート農業による
「Society5.0」の実現を目指している。気象データ、研究成果、ドローンや衛星
により取得した生育情報、水温、水深等の水管理情報、ロボットトラクターやス
マート田植機などから得られた時空間情報をサイバー空間に集積し、このビッグ
データを解析して農家にアドバイス等を提供する研究開発を行っている。これによ
り経験と勘に依存する農業を緩和し、新規就農者が参入しやすくなる効果がある。

ｚｚｚｚｚｚｚｚｚｚｚｚｚｚ
ｚｚｚｚｚ
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２．国のスマート農業に関する取り組み

農作業のロボット化
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２．国のスマート農業に関する取り組み

農業の担い手がデータを使って生産性の向上や経営の改善に挑戦で
きる環境を生み出すため、国が主導して「農業データ連携基盤」の
整備を進めている。
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３．北海道内のスマート農業に関する研究開発の状況

GPSガイダンスシステム等の出荷台数の推移
（出典）H29.6.30北海道農政部生産振興局技術普及課発表資料より抜粋



３．北海道内のスマート農業に関する研究開発の状況

農研機構や北海道大学、道内企業などが参加
し、岩見沢市、沼田町、南幌町、栗山町、妹背
牛町で野菜導入型水田作営農モデルの実証を
行っている。
このプロジェクトは、東北、関東のプロジェ

クトとも連携した統括的なプロジェクトで、
ICTを使って営農支援情報を活用したシステム
をつくるとともに、水田作営農の収益の向上を
図ることを目的としている。研究テーマは、以
下の３つで、2017年度から３年間の計画で地
域経済への波及効果も評価する計画である。

① 水田での水稲・畑作物と野菜生産をつなぐ
圃場管理・作業技術の開発

② 水田における露地野菜の生産技術体系の開
発と実証

③ ICTと省力・低コスト生産技術を導入した
次世代空知型輪作体系の確立

省力・低コスト化と持続的大規模経営を可能
にする野菜導入型水田作営農モデルの実証
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４．北海道農業と関連するものづくり産業の発展
に向けた取り組み

北海道農業の現状と課題、国のスマート農業に関する取り組
み、北海道内のスマート農業に関する研究開発の状況を踏ま
え、北海道で推進すべきスマート農業として3つのテーマを
選定し、現状と課題、目指すべき方向性、取り組むべきこと
をまとめた。

• ロボットトラクター用作業機の開発

• 営農支援サービスの利活用

• 国家戦略特区によるスマート農業技術
の研究開発の推進
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４．北海道農業と関連するものづくり産業の発展
に向けた取り組み

選定理由

・ロボットトラクターに対応した作業機を開発・商品化することは、将来非常に
重要なビジネスになる。
・現在欧米では、ISOBUSに対応したトラクターや作業機が主流になりつつあり、
道内にも輸入されている。道内の作業機メーカーは、ロボットトラクターだけで
なく、このISOBUSに対応したトラクターにも接続できる作業機を早急に開発し、
道内への普及と海外への輸出も視野に進めるべきである。
・トラクターは本州や欧米のメーカーが中心だが、作業機は道内メーカーが活躍
できるようにすることが重要である。

ロボットトラクター用作業機の開発

ISOBUS（イソバス）とは、欧米の農業機械
メーカーの業界団体であるＡＥＦ
（Agricultural Industry Electronics 
Foundation）が、国際規格ISO11783に基
づいて定めたトラクターと作業機間および
PC間の通信規格である。農業の高度化には、
トラクターと作業機間のデータ通信が必要
になる。これまでは、トラクターメーカー
と作業機メーカーが独自のルールを作って
実装していたため、互換性がなかった。
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・道内作業機メーカーの一部はISOBUS対応の作業機を早急に開発して伸ばしたい。

・国内トラクターメーカーも国内で畑作用ISOBUS対応作業機が開発されることに期待。

・道内作業機メーカー単独では開発体制を整えることは資金面、人材面で困難な状況にある。

・ISOBUS認証機関が現在日本に無いことから認証にもコストがかかり、作業機メーカーだけ

では対応が困難である。

・ISOBUS対応作業機を普及するためには、作業機の高機能化による価格上昇をできるかぎり

抑える必要がある。

ISOBUS対応作業機の電子制御ユニット
（出典）北海道経済連合会作成

北海道ブランドのISOBUS対応作業機の
電子制御ユニット（ECU）を、道内の業界
団体などが主導して、道内農作業機メー
カーと道内電機電子メーカーなどが共同開
発し、安価で販売するようなビジネスモデ
ルを目指すべきである。
道内農作業機メーカーと道内電機電子

メーカーなどが共同開発できるように、各
企業が意見交換や共同開発できる場、体制
をつくる。

現状と課題

４．北海道農業と関連するものづくり産業の発展
に向けた取り組み

目指すべき方向・取り組むべきこと
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４．北海道農業と関連するものづくり産業の発展
に向けた取り組み

・北海道の農家の経営規模が拡大し、
作物の品目が増えていく状況で、い
かに生産コストを削減して農地を管
理するかが大きな問題となっており、
過去データ、気象情報、リモートセ
ンシング情報、生育情報などを集
約・解析し、農家に対して最適な作
業のスケジューリングを提供できる
営農支援サービスが必要になってい
る。

・農作物の加工業（糖業など）におい
ては、各農家の圃場毎の収量予測は
非常に重要である。現在この予測は
熟練者が行っているが、予測技術を
次世代に継承することが難しくなっ
ており、営農支援サービスの活用が
必要である。

営農支援サービスの利活用
選定理由

・農家の経営規模拡大が進み、今までの経験と勘による農業では限界にきており、データに基
づいた農業が必要になってきている。

多圃場大規模営農における作業計画と工程管理
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目指すべき方向・取り組むべきこと

•北海道版の農業データ連携基盤を研究機関、農業関連団体、ICT関連企業、農業関
連企業などが協業してつくり、北海道の農業に役立つデータを集めて提供する。
この農業データ連携基盤は国の農業データ連携基盤とも連携し、データを共有で
きるようにする。

•データの収集は、効率的かつ低コストで行える仕組みを構築する。例えば、音声
入力やIoTなどを使ってデータを自動収集できる機器の開発及び仕組みを構築する。

•農業データ連携基盤を使って提供する営農支援サービスでは、集約したビッグ
データをAIなどにより分析して、農家に有用なデータを提供する。

•研究機関、農業関連団体、ICT関連企業、農業関連企業などが協業してつくるため、
まず、各社・団体が意見交換や共同開発できる場、体制をつくる。

現状と課題

• 現状、農業データ提供は、各社個別に実施しており、データを連携・共有できていない。
１社で全てを行うことは難しく、異業種との連携が必要である。

• 営農支援サービスは、効果がなかなか見えにくく、コストがかかる。
• その課題解決の１つとして北海道版の農業データ連携基盤が必要である。
• 農業データ連携基盤に集めるデータには経営情報が含まれる場合もあり、これらの情報を
保護することも重要である。

• 集約したビッグデータを分析し有用なデータに変換して提供するには、農業に関して豊富
な知識を持つ人材が必要だが、今後AIを活用していくべきである。

４．北海道農業と関連するものづくり産業の発展
に向けた取り組み
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４．北海道農業と関連するものづくり産業の発展
に向けた取り組み

・遠隔監視ロボット農機の特長は無人
機の作業を離れたところから監視し、
圃場間の移動も無人で行う点にある。
日本農業の大規模化の特徴は農地の分
散を伴うことにある。すなわち、離れ
た農地でロボット農機が複数同時に作
業できないと作業効率の大幅増は望め
ない。遠隔監視によるロボット作業シ
ステムは地域内で複数のロボットに同
時作業させるシステムで、ロボット管
制室にいる１人のオペレータが離れた
複数の畑で作業しているロボットを監
視する。

・大区画圃場において耕うん、整地、
代かきなどの夜間作業も可能になり、
日本では北海道でまず普及する技術で
あり、合わせて海外の農機市場も狙え
る。

国家戦略特区によるスマート農業技術の研究開発の推進

選定理由

・今年、目視監視下で使われるロボットトラクターが農機メーカー各社から商品化される。そ
の次に実用化される技術は、圃場間移動を含む遠隔監視型のロボット農機である。

遠隔監視によるロボット農業の一例
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４．北海道農業と関連するものづくり産業の発展
に向けた取り組み

目指すべき方向性

現状と課題

• 圃場間移動を含む遠隔監視型のロボット農機の開発には様々な法規制があり、迅速
・円滑な研究開発、実証実験ができない状況にある。

• 電波についてもロボット作業の遠隔監視用の電波が決まっていないため安全な遠隔
監視の実現に課題が残っている。

• リモートセンシングには今後ドローンの利用が増えていく。広大な北海道の農地の
場合、目視飛行では作業範囲に限界があり作業効率が上がらず、目視外飛行による
リモートセンシングが望まれる。

• 北海道に最先端スマート農業モデル実践地域の設置を目指すべきである。

• 北海道の農地面積は全国の約４分の１を占めている。また、多くの品目が全国１
位の生産量となっており、北海道は日本の食料基地として広く認知されている。

• 世界にはオランダのフードバレーのような先端農業モデルによって産業として大
成功を収めている地域がある。また中国の食糧基地である黒竜江省の国営農場で
は最先端のスマート農業技術を導入して生産性を高めている。

• 日本も農業の成長産業化を国家戦略として標榜するのであれば、シンボリックな
最先端スマート農業モデルの実践地域の設置が望まれる。
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４．北海道農業と関連するものづくり産業の発展
に向けた取り組み

取り組むべきこと

•大規模な最先端スマート農業モデル
の実現に向けて、まず手始めに道内
にスマート農業技術の迅速・円滑な
研究開発、実証実験が実施できる環
境整備、すなわち「フィールドオー
トメーション研究開発拠点」を設置
する。

•岩見沢市北村に950haの遊水地を整
備中である。住宅等は区域外へ移転
し、平常時は農耕地として利用する
予定である。北村遊水地を「国家戦
略特別区域」に申請し、圃場間移動
を含む遠隔監視型のロボット農機、
ドローンを用いた農地・作物の高度
センシング技術など世界最先端のス
マート農業技術の研究開発・実証実
験のテストフィールドとすべきであ
る。このような他府県では整備が難
しい研究開発拠点にはスマート農業
関連の企業進出も期待できる。

国家戦略特区によるフィールドオートメーション
研究開発拠点
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